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収　　　　入 単位：円

予算額に較べ

決算額の増減

第１款

病院事業収益 1,913,000,000 1,278,499,460 △ 634,500,540

第1項

医　業　収　益 1,354,680,000 767,273,405 △ 587,406,595 （うち仮受消費税

第2項 3,042,432

医業外収益 558,320,000 511,226,055 △ 47,093,945 （うち仮受消費税

第3項 1,509,280

特別利益

支　　　出 単位：円

予備費 流用 地公企業

法２４の３

支払額 増減額 支払額

第１款

病院事業費用 1,913,000,000 1,710,062,545 202,937,455

第1項

医　業　費　用 1,395,195,000 1,247,046,703 148,148,297 （うち仮払消費税

第2項 34,192,953

医業外費用 514,805,000 463,015,842 51,789,158 （うち仮払消費税

第3項 329,517

特別損失

第4項

予　備　費 3,000,000 3,000,000

1,913,000,000

558,320,000

区　　　分　　

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額 合　　　　計
決　　算　　額

決　　算　　額 備　　　　考

不　　用　　額 備　　　　考

補正予算額 合　　　　計
よる財源充当額

(1)　収益的収入及び支出

区　　　分

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　額

1,913,000,000

地公企業法２４の３に
当初予算額

1,354,680,000

514,805,000

令　和　5　年　度
身延町早川町国民健康保険病院一部事務組合病院事業会計

決　　　算　　　報　　　告　　　書　　　　　

1,395,195,000

3,000,000
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収　　　入 単位：円

予算額に較べ

決算額の増減

第1款

資本的収入 17,948,000 62,780,659 659

第1項

企業債

第2項

国・県補助金 44,832,000 0

第3項

出資金 17,948,000 17,948,659 659

支　　　出 単位：円

流用 地公企業26法 不　用　額

増減額 による繰越額

第１款

資本的支出 69,428,000 115,912,928 14,263,072

第1項

建設改良費 6,885,000 500 53,371,830 14,261,670 （うち仮払消費税

第2項 4,573,380

企業債償還金 62,543,000 △ 500 62,541,098 1,402

60,748,000

決　　算　　額 備　　　　考

よる財源充当額

44,832,000

令和 6 年 9 月 27 日　提出

山梨県南巨摩郡身延町飯富1628

身延町早川町国民健康保険病院一部事務組合

一部事務組合長　 　辻　一幸

60,748,000

67,633,500

備　　　　考

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　額

決　　算　　額
当初予算額 補正予算額 合　　　　計

17,948,000

(2）　資本的収入及び支出

区　　　分

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　額

地公企業法２6の３に

44,832,000

44,832,000 62,780,000

区　　　分
当初予算額 合　　　　計補正予算額

130,176,000

       (注)　資本的収入額が資本的支出額に不足する額　53,132,269　円は過年度分損益勘定留保資金を補填する。

62,542,500
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　　　患者外給食収益

61,560,147

Ⅲ　　医 業 外 収 益

　　　長期前受金戻入 45,044,293

　　　預金利息

22,082,227 765,060,888　　　その他医業収益

　　　議　　会　　費

177,822

　　　経　　　　費

令和5年度　身延町早川町国民健康保険病院一部事務組合病院事業会計

損　益　計　算　書
(令和5年4月1日から令和6年3月31日）

Ⅰ　　医　業　収　益　　　

　　　入　院　収　益　　　　　　　 296,501,313

446,477,348

680,258,666

180,926,118　　　材　料　費

　　　外　来　収　益　　　　　　　　　

Ⅱ　　医　業　費　用　

　　　給　与　費

　　　研究研修費

185,816,408

2,081,194

　　　減価償却費 169,977,543

1,220,726,6631,666,734　　　資産減耗費

　　　訪問介護収益 9,117,864

　　　国・県補助金

　　　医　業　利　益　

　　　他会計補助金 75,675,979

　　　長期前払消費税償却費

　　　医　業　外　利　益　

　　　その他医業外収益 291,807,082 508,886,858

　　　訪問看護収益 7,536,658

　　　当年度未処理欠損金

6,698,449

417,731,663

　　　支払利息及び企業債取扱諸費

　　　その他医業外費用

　　　経　常　利　益　

△ 455,665,775

23,457,115

17,964,649

2,364

485,429,743

△ 432,208,660

　　　居宅介護支援事業収益

Ⅳ　　医 業 外 費 用　　　

589,003

10,646,252

△ 334,229,633

△ 766,438,293

　　　訪問看護費用

　　　訪問介護費用 17,708,602

　　　前年度繰越欠損金

1,638,434

　　　当年度純利益

　　　居宅介護支援事業費用

△ 432,208,660

30,417,340
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(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで） （単位：円）

資本金

2,449,497,213 0 0 0 0 2,874,040 0 2,874,040 △ 334,229,633 △ 328,481,553 2,121,015,660

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（未処理
欠損金）
△ 334,229,633

17,948,659 0 0 0 0 0 0 0 △ 432,208,660 △ 432,208,660 △ 414,260,001

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

17,948,659 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17,948,659

0 0 0 0 0 0 0 0 △ 432,208,660 △ 432,208,660 △ 432,208,660

（当年度未処理
欠損金）

△ 766,438,293
2,874,040 0 2,874,040 △ 760,690,213 1,706,755,659当年度末残高 2,467,445,872 0 0 0 0

当年度変動額

除却損への補填

企業債の発行

企業債の償還

減債積立金からの組入

建設改良積立金からの組入

他会計繰入金の受入

当年度純利益

0 2,874,040 0 2,874,040 △ 328,481,553 2,121,015,660

未処理
欠損金

利益剰余金
合計

前年度末残高

前年度処分額

利益積立金からの繰入

処分後残高 2,449,497,213 0 0 0

寄附金 県費補助金
資本剰余金

合計
減債積立金 利益積立金

建設改良
積立金
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令和5年度身延町早川町国民健康保険病院一部事務組合病院事業会計
           欠　　損　　金   計   算   書

剰 　 余  　金

資本合計
自己資本金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

受贈財産
評価額



（単位：円）

減債積立金 利益積立金 建設改良積立金 未処理欠損金

2,460,609,691 2,874,040 0 2,874,040 △ 766,438,293

(繰越欠損金)
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　　　　　令和5年度身延町早川町国民健康保険病院一部事務組合病院事業会計

0

当年度末残高

処分後残高 2,460,609,691
△ 766,438,293

           　　　　　　欠　損　金　処　理　計　算　書　

2,874,040

剰余金

資本金 利益剰余金

利益積立金繰入額

2,874,040



1

（１）

イ 土 地 164,252,876

ロ 建 物 3,569,911,756

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 1,893,207,673 1,676,704,083

ハ 構 築 物 42,887,173

構築物減価償却累計額 △ 36,863,898 6,023,275

ニ 車 輛 22,038,355

車 輛 減 価 償 却 累 計 額 △ 19,950,133 2,088,222

ホ 器 械 及 び 備 品 1,096,080,596

器械及び備品減価償却累計額 △ 646,051,675 450,028,921

ヘ リ ー ス 資 産 23,335,800

リース資産減価償却累計額 △ 16,875,026 6,460,774

有 形 固 定 資 産 合 計 2,305,558,151

（2）

イ 電 話 加 入 権 491,008

ロ リ ー ス 資 産 4,080,000

無 形 固 定 資 産 合 計 4,571,008

（3）

イ 長 期 前 払 消 費 税 45,375,078

投資その他の資産合計 45,375,078

固 定 資 産 合 計 2,355,504,237

2

（１） 現 金 預 金 80,375,683

（２） 未 収 金 172,845,857

貸 倒 引 当 金 △ 2,781,455 170,064,402

（３） 貯 蔵 品 6,184,409

（４） 立 替 金 497,841,251

前 払 金 210,896

流 動 資 産 合 計 754,676,641

資 産 合 計 3,110,180,878

流　動　資　産

　投　資　そ　の　他　の　資　産

（５）

（令和6年3月31日）

令和5年度身延町早川町国民健康保険病院一部事務組合病院事業会計

　貸　借　対　照　表

資産の部

固　定　資　産

　有　形　固　定　資　産

　無　形　固　定　資　産
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3

（１） 企 業 債 302,377,983

（２） リ ー ス 債 務 4,794,700

固 定 負 債 合 計 307,172,683

4 流　動　負　債

（１） 企 業 債 53,236,428

（２） リ ー ス 債 務 4,771,300

（３） 未 払 金 73,622,303

（４） 預 り 金 3,058,869

（５） 病 院 借 入 金 494,390,200

（６） 仮 受 金 5,000

（7） 賞 与 引 当 金 61,068,000

流 動 負 債 合 計 690,152,100

5

（１） 長 期 前 受 金

イ 国 庫 補 助 金 311,559,689

収 益 化 累 計 △ 211,512,357 100,047,332

ロ 県 補 助 金 678,023,995

収 益 化 累 計 △ 429,465,432 248,558,563

ハ 他 会 計 出 資 金 50,208,000

収 益 化 累 計 △ 21,683,293 28,524,707

ニ 受 贈 財 産 評 価 額 3,417,000

収 益 化 累 計 △ 3,246,150 170,850

ホ そ の 他 補 助 金 93,206,450

収 益 化 累 計 △ 64,407,466 28,798,984

繰 延 収 益 合 計 406,100,436

負 債 合 計 1,403,425,219

6

（１）

イ 固 有 資 本 金 6,239,044

ロ 繰 入 資 本 金 1,933,482,309

ハ 組 入 資 本 金 527,724,519

資 本 金 合 計 2,467,445,872

7

（１）

イ 利 益 積 立 金 0

ロ 減 債 積 立 金 2,874,040

ハ 建 設 改 良 費 積 立 金 2,874,040

ニ 未 処 理 欠 損 金 △ 766,438,293

利 益 剰 余 金 △ 760,690,213

剰 余 金 合 計 △ 760,690,213

資 本 合 計 1,706,755,659

負 債 資 本 合 計 3,110,180,878

　利　益　剰　余　金

固　定　負　債

　自 　己 　資 　本 　金

資　　本　　金

剰　　余　　金

資本の部

繰　延　収　益

負債の部
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間接法

業務活動によるキャッシュ・フロー

　 小　　計

受取利息及び配当金受入額

支払利息及び企業債取扱諸費の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

　 固定資産の取得による支出

補助金の受入額

負担金の受入額

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債の発行

企業債の償還

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

長期前受金戻入益

賞与等引当金の増加額又は減少額（△）

貸倒引当金の増加額又は減少額（△）

有形固定資産除却費

預り金の増加額又は減少額（△）

受取利息及び配当金受入額

△ 91,494,000

88,005,000

売上債権（未収金）の増加額（△）又は減少額

たな卸資産（貯蔵品）の増加額（△）又は減少額

未払債務（未払金）の増加額又は減少額（△）

支払利息及び企業債取扱諸費の支払額 6,698,449

41,219,028

△ 1,963,031

△ 2,364

その他流動資産の増加額（△）又は減少額

その他流動負債の増加額又は減少額（△）

300,364

△ 62,541,098

△ 191,694,489

272,070,172

80,375,683

△ 48,934,600

17,948,659

13,846,059

△ 62,541,098

44,832,000

△ 136,303,365

2,364

△ 6,698,449

△ 142,999,450

△ 45,044,293

△ 1,732,000

1,000,000

1,666,734

127,273,865

169,977,543

当年度純利益

有形固定資産減価償却費

令和5年度　キャッシュ・フロー計算書
（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

（単位　円）

△ 432,208,660
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－9－ 

事業報告書 

 

 

総括事項 

 

令和 4年度末の看護師大量離職にともない、令和 5年度から入院病棟の病床休床を余儀なくされました。その

ため入院収益は大きく落ち込み、また新型コロナウイルス感染症関係においても、令和 5年 5月から 5類に移行

されたことにより、令和 4 年度まであった診療報酬の加算や補助金は次々と終了となり、医業外収益も大きく減少

いたしました。 

  職員の採用について、病院では、医師 1名、看護師 4名（うち会計年度任用職員 1名）、薬剤師 1名（会計年

度任用職員）を採用しました。人件費削減のため令和 5年度末には任期満了職員（介護福祉士・看護補助）の更

新を行いませんでした。 

設備機器整備としては、へき地医療拠点病院設備整備補助金が採択され、人工透析装置を更新することがで

きました。 

 令和 5年度の病院・介護保険事業の年間延患者数は、65,946人で前年度と比較し 15,003人（約 18.5％）減少

しました。外来延患者数は、6,540 人（約 17.8％）の減となり、入院患者の延患者数は、8,660 人（約 51.2％）の減

となり年間病床利用率は、25.9％となりました。また、介護保険事業部門は、老健の入所が 478人（約 2.7％）の減、

通所が 917 人（17.5％）の増、訪問看護が 57 人（約 7.6％）の減、訪問介護が 198 人（約 7.6％）の減、居宅支援

事業者が 13人（約 1.0％）の増となりました。 

 医業収益として外来収益が 4,109,688 円（約 0.9％）減、入院収益が 197,502,907 円（約 40.0％）減、その他医

業収益は、6,213,304円（約 22.0％）減となりました。 

医業外収益は、180,990,794円の減となりました。減収の原因としては、先にも述べましたが新型コロナウイルス

感染症等に関する補助金の終了になります。 

介護保険事業における老健は、25,821,179 円（約 8.7％）の増、訪問看護は、1,560,698 円（約 17.2％）の減、

訪問介護は、84,159 円（約 0.9％）の減、居宅介護支援事業所は、1,078,192 円（約 5.7％）の減となり、介護保険

事業部門の収入は、前年度と比較して 23,098,130円(約 6.9％）の増収となりました。 

 医業費用は、主なものとして病院給与費が 52,737,602 円（約 7.2％）、病院材料費が 15,993,794 円（約 8.1％）

減となりました。介護保険事業部門の費用は、453,588,576円でありました。 

事業収益合計 1,273,947,746円、事業費用合計 1,706,156,406円となり、当期純損失は、432,208,660円となり

ました。 

この地域の高齢化、人口減少及び医師・看護師不足など取り巻く環境はますます厳しくなっています。医療連

携推進法人が設立され、今後の峡南南部医療体制について話が進んでいきます。また令和 6 年度からは、令和

5年度に作成した飯富病院経営強化プランも始動し、より一層この地域で暮らす人々が安心して生活できるような

医療体制・連携を構築し提供していきたいと思っています。介護保険事業に関しましては、十分両町と話し合い

を重ねていきながら、今後の在り方について検討していきたいと考えます。 

 

 

 



番　号

議案第4号

認定第1号

報告第1号

議案第1号

議案第2号

議案第3号

議案第4号

議案第5号

議案第6号

令和4年度決算認定について 令和5年9月27日

（１）議 会 議 決 の 事 項

件　　　　　名 交付年月日

令和5年度身延町早川町国民健康保険病院一部事務組合病院事業会計補正予算（第1号） 令和5年9月27日

資金不足比率報告について 令和5年9月27日

職員の給与に関する条例中改正の件 令和6年1月17日

職員の給与に関する条例の一部改正について 令和6年3月25日

令和6年3月25日令和6年度身延町早川町国民健康保険病院一部事務組合病院事業会計当初予算

職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 令和6年3月25日

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例及び職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 令和6年3月25日

令和5年度身延町早川町国民健康保険病院一部事務組合病院事業会計補正予算（第2号） 令和6年3月25日
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（単位：人）

総計 飯富病院 老　健 訪問看護 居　宅 訪問介護

6 6

32 27 4 1

3 2 1

2 2

7 3 4

4 3 1

2 2

3 3

2 1 1

3 3

21 19 2

35 9 23 3

8 3 5

8 6 2

136 86 41 1 5 3

薬 剤 師

R6.3.31現在

（2）職　員　に　関　す　る　事　項

職　　　　　種

医 師

看 護 師

准 看 護 師

常　　　勤　　　職　　　員　　　数

理 学 療 法 士

作 業 療 法 士

レ ン ト ゲ ン 技 師

臨 床 工 学 技 士

栄 養 士

検 査 技 師

事 務 職 員

介 護 福 祉 士

福 祉 職

技 能 ・ 労 務 職 員

合 計
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構　成　比　率　％ 　備　考

58.5%

29.7%

27.1%

1.7%

41.5%

0.00%

0.01%

4.9%

15.2%

0.5%

0.6%

1.1%

2.3%

16.8%

100.0%

構　成　比　率　％ 　備　考

72.9%

42.8%

11.5%

11.1%

0.1%

6.4%

1.15%

27.1%

0.5%

0.04%

0.6%

0.9%

1.9%

0.10%

23.0%

100.0%

本年度償還金 　備　考

62,541,098

62,541,098

他 会 計 補 助 金 75,675,979 5.9% 81,131,740

構　成　比　率　％

減 価 償 却 費 169,977,543 10.0%

180,926,118 10.6%

病 床 利 用 率

外 来 患 者 延 数

25.9% 53.3%

30,163人 36,703人

施設全体最大使用病床数 45床 67床

28,295,531

689,877,652

3,504

167,228

252,561,980

1,662,764,439

1,712,513,477

1,120,158

　　　本　年　度　支　出

　　合　　　　　計 0418,155,509 355,614,411

108,777,051

19,658,935

　前　年　度　未　残　高

　　　合　　　　　　計 1,706,156,406 100.0%

そ の 他 医 業 外 費 用 417,731,663 24.5% 393,519,461

資 産 減 耗 費 1,666,734 0.10%

訪 問 看 護 費 用 10,646,252

居宅介護支援事業費用 30,417,340 1.8% 31,821,324

訪 問 介 護 費 用 17,708,602 1.0% 15,596,871

0.6% 10,804,949

議 会 費 589,003 0.03% 621,872

支払利息及び企業債取扱諸費 6,698,449 0.4% 9,337,616

医 業 外 費 用 485,429,743 28.5% 463,340,508

経 費 185,816,408 10.9%

研 究 研 修 費 2,081,194 0.1%

196,919,912

189,700,645

280,075,541

100.0%1,273,947,746

　　　前　年　度　支　出

（5）　事業費用に関する事項

　　科　　　　　　目

　　　　合　　　　　計

そ の 他 医 業 外 収 益

（6）　企　業　債　の　状　況

医 業 費 用 1,220,726,663 71.5% 1,249,172,969

給 与 費 680,258,666 39.9% 732,996,268

材 料 費

22.9%

長 期 前 受 金 戻 入 45,044,293 3.5%

訪 問 介 護 収 益 9,117,864 0.7% 9,202,023

居宅介護支援事業収益 1.4%

（3）　業務量（患者数及び利用者数と利用状況）

入 院 患 者 延 数 8,250人 16,910人
一日平均入院患者数

450,587,036

医 業 収 益 765,060,888

296,501,313

財 務 ・ 公 庫 418,155,509

　本年度借入金

0

177,822 0.01%

4.8%

291,807,082

355,614,411

　　区　　　　　　　分 本　　年　　度 前　　年　　度

　　科　　　　　　目 　　　本　年　度　収　入

許 可 病 床 数

医 業 外 収 益 508,886,858

一日平均外来患者数 137人

39.9%

そ の 他 医 業 収 益

　　　前　年　度　収　入

60.1%

外 来 収 益 446,477,348

23.3% 494,004,220入 院 収 益

　本　年　度　未　残　高借 入 先

35.0%

22,082,227 1.7%

受 取 利 息 配 当 金 2,364 0.0%

患 者 外 給 食 収 益

9,097,356

61,560,147国 ・ 県 補 助 金

　　　87  床　　（延 31,842） 　　　87  床　　（延 31,755）

22.5人 46.3人

（4）　事業収入に関する事項

972,886,787

構　成　比　率　％

118人

長期前払消費税償却費 1,638,434 0.10% 1,638,415

38,595,439

訪 問 看 護 収 益 7,536,658 0.6%

17,964,649 19,042,841
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款 項 目 節 金　　　　　　額 備考

病 院 事 業 収 益 1,273,947,746

医 業 収 益 765,060,888

入 院 収 益 296,501,313

外 来 収 益 446,477,348

そ の 他 医 業 収 益 22,082,227

室 料 差 額 収 益 907,637

公 衆 衛 生 活 動 収 益 5,479,247

そ の 他 医 業 収 益 15,695,343

医 業 外 収 益 508,886,858

受 取 利 息 配 当 金 2,364

受 取 利 息 2,364

患 者 外 給 食 収 益 177,822

他 会 計 補 助 金 75,675,979

国 ・ 県 補 助 金 61,560,147

訪 問 看 護 事 業 収 益 7,536,658

訪 問 介 護 事 業 収 益 9,117,864

居宅介護支援事業収益 17,964,649

長 期 前 受 金 戻 入 45,044,293

そ の 他 医 業 外 収 益 291,807,082

病 院 事 業 費 用 1,706,156,406

医 業 費 用 1,220,726,663

給 与 費 680,258,666

給 料 241,014,564

手 当 191,928,166

報 酬 70,379,706

法 定 福 利 費 84,204,570

退 職 給 付 費 47,731,660

賞 与 引 当 金 繰 入 額 45,000,000

材 料 費 180,926,118

薬 品 費 110,815,240

診 療 材 料 費 69,375,415

給 食 材 料 費 735,463

令　和　5　年　度　収　益　費　用　明　細　書            
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款 項 目 節 　　金　　　　　　額 備考

経 費 185,816,408

医 療 消 耗 備 品 費 118,750

厚 生 福 利 費 273,394

旅 費 交 通 費 3,285,096

職 員 被 服 費 2,750,221

消 耗 品 費 7,369,293

光 熱 水 費 18,608,993

燃 料 費 7,701,348

食 料 費 7,238

印 刷 製 本 費 572,500

修 繕 費 10,281,108

通 信 運 搬 費 2,805,895

保 険 料 2,899,580

手 数 料 272,900

交 際 費 82,000

委 託 料 79,695,502

賃 借 料 15,898,786

諸 会 費 1,749,070

衛 生 費 6,333,409

広 告 宣 伝 費 191,364

経 費 ( 図 書 費 ） 277,339

保 守 料 20,382,801

消 耗 備 品 費 1,271,621

電 算 化 経 費 528,000

租　　　税　　　公　　　課 271,200

職 員 養 成 費 2,189,000

研 究 研 修 費 2,081,194

図 書 費 558,257

旅 費 交 通 費 320,538

謝 金 52,000

職 員 研 修 費 1,150,399

減 価 償 却 費 169,977,543

建 物 減 価 償 却 費 71,128,304

構 築 物 減 価 償 却 費 1,414,661

機械備品減価償却費 92,127,619

車 輛 減 価 償 却 費 305,813

リース資産減価償却費 5,001,146

資 産 減 耗 費 1,666,734

固 定 資 産 除 却 費 1,666,734
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款 項 目 節 金　　　　　　額 備考

医 業 外 費 用 485,429,743

支 払 利 息 及 び 6,698,449

企 業 債 取 扱 諸 費

企 業 債 利 息 6,698,449

議 会 費 589,003

報 酬 472,000

旅 費 交 通 費 103,637

通 信 運 搬 費 13,366

訪 問 看 護 事 業 費 用 10,646,252

訪 問 介 護 事 業 費 用 17,708,602

居宅介護支援事業費用 30,417,340

長期前払消費税償却費 1,638,434

そ の 他 医 業 外 費 用 417,731,663

そ の 他 医 業 外 費 用 410,881,500

峡南在宅医療支援センター費用 6,850,163
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（１） 有形固定資産　　　 

当  年  度

減  少  額

0

0

0

40,827,408

3,516,226

0

18,376,419

62,720,053

（２） 無形固定資産　　　  

（3） 投資　　　  

当年度末

備　　　考

491,008

当年度末現在高

45,375,078

3,164,603

18,121,419

備　　　考

2,088,222

450,028,921

6,023,275

1,676,704,083

164,252,876

2,305,558,151

当年度末現在高

0 42,887,173

1,096,080,596

増  加  額 当年度減少額

0

0

0

36,744,668

当年度増加額

164,252,876

償却未済額

355,614,411

0

当  年  度

1,514,400,000 1,158,785,589

累計

0

1,893,207,673

36,863,898

646,051,675

19,950,133

R5.2.28

62,541,098

当年度当初

71,128,304

1,414,661

92,127,619

病院建物

電子カルテ0.30%

R6.9

固　定　資　産　明　細　書

R4年度山梨みらい農
業 協 同 組 合

計

H22年度地方公共団体
金 融 機 構 H23.3.24 200,000,000 R23.37,211,014

R10.3

9,819,032285,380,968

130,000,000

30,160,347

130,000,000

69,839,653

145,955,72654,044,274

4.65%

R22.32.10%

1.90%

償　　還　　高

当年度償還高

486,500,000

18,067,776 0

0

R6.3

3,637,917 病院建物

発行

残高
利息

老健建物

3.65%

備考
償還

終期

R5.9 病院建物3.65%

老健建物

企　　業　　債　　明　　細　　書

種　　　　　　類
償還高累計

0

年  度  末

現  在  高

建 　　　　物 3,569,911,756

164,252,876

現　 在　 高

0 3,569,911,756

H6.2.18

302,700,000

発　行　総　額発行年月日 未償還残高

H6年度財政融資資
金 18,973,818

H5年度財政融資資
金 H6.3.23

295,200,000

486,500,000

H21年度地方公共団体
金 融 機 構

H7.2.20

H5年度財政融資資
金

H22.3.25

14,650,573

100,000,000

302,700,000

資産の種類
減  価  償  却  累  計  額

0

16,875,026

土　 　　　地

0 0 0 0 0 0

器械及び備品 44,372,300

リース資産 41,712,219 0 23,335,800 1,422,283

車         両 305,81322,038,355

建設仮勘定

42,758,878

資　産　の　種　類

長期前払消費税

当年度増加額

4,254,634

電　話　加　入　権

合         計

491,008

4,936,854,309

資　産　の　種　類

0

年度当初現在高 当年度増加額

4,918,506,556

当年度減少額

1,638,434

当年度減価償却高当年度減少額

0 0

58,030,690166,398,680

0

6,460,774

構　 築　 物 42,887,173

25,554,581

1,092,535,704

44,372,300 2,612,948,405

年度当初現在高

リ　ー　ス　資　産

合計

5,100,000

5,591,008

0

0

0

0

1,020,000

1,020,000

4,080,000

4,571,008
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数　　　　　位 数　　　　　位

１． 開 設 年 月 日 　平成　７　年　４　月　２　日 ２． 394,816,382

２． 定　員　数　　（　人　） 　　　　　　54　（３０認知） 385,290,324

３． 短期入所ケア定員数(人） 4 ア 給 与 費 280,479,037

４． 通所リハビリ　（　人　）　　　 30 イ 材 料 費 7,915,064

５． 延　　　面　　　積 2371 ウ 経 費 74,255,252

う ち 療 養 室 床 面 積 453.6 エ 減 価 償 却 費 22,237,433

① ３ 人 室 オ そ の 他 403,538

② ２ 人 室 24 9,526,058

③ 個 室 6 ３．

　　　　計　　　（①～③） 30 ４． △ 72,628,743

　　医　　　　　　　　師 0.5　（兼） ５．

７． 　　看　　護　　職　　員 4.0 ６．

　　介　　護　　職　　員 21.0 ７．

　　相　談　指　導　員 2.0 ８． △ 72,628,743

　　介 護 支 援 専 門 員 1.0 １ 365

　理学療法士・作業療法士 5.0 16,962

　　そ　　　の　　　他 5.0 19,764

計 38.5

８． 　入所１か月当たり ２

　利用料　　　　　　　（円） 90,937 311

９． 　給食メニュー選択有無  1　　有

　　　　　　　いずれかに○ ②　　無 6,145

10. 　夕食配膳時間  1　５時～ 　①　病院事業の附帯事業

　　　　　　　いずれかに○ ②　５時３０分～ 　　　　　　　　　　　として運営

 3　　６時～  　2　地方公営企業法適用

11. 　入　浴　回　数 ①　週２回 　　　　　　　　　　　として運営

　　　　　　　いずれかに○  2　　週３回

 3　　週４回以上

１． 総 収 入 322,187,639

287,135,493

ア　施設介護収入 272,285,341

　（ア）　介護報酬収益 216,276,947

　（イ）　利用者負担収益 24,748,521

　（ウ） 基本食事サービス収益 31,259,873

イ　利用料収益 14,850,152

35,052,146

　ア　他会計繰入金 21,914,340

　イ　県補助金 11,408,000

　ウ　長期前受金戻入 1,723,281

　エ　受取利息 266

　オ　その他事業外収益 6,259

（1）　施設事業収益

（2）　施設事業外収益

１
　
　
　
施
　
　
　
設
　
　
　
及
　
　
　
び
　
　
　
業
　
　
　
務
　
　
　
概
　
　
　
要

６
療
養
室
数

職
　
員
　
数
　

（
人

）

入
所
者

通
所
者

３
　
入
　
所
　
者
　
数

特 別 利 益

特 別 損 失

　年間リハビリ実施日数

　　　　　　　　　　　　（日）

総 費 用

　
２
　
経
　
営
　
の
　
状
　
況

（
千
円

）

年間入所者数 （人）

年間定員数数 （人）

　　老人保健施設に関する事項

項　　　　　　　　目

施 設 事 業 費 用

経 常 利 益

経 常 損 失 （Δ）

４
運
営
形
態

　老人保健施設の運営形態

　年間リハビリ通所者数

　　　　　　　　　　　　（人）

　　　いずれかに○

病　院　名　　　　身延町早川町組合立飯富病院

施　設　名　　　　峡南ケアホームいいとみ　　　　　

（１）

（２） 施 設 事 業 外 費 用

年間入所日数 （日）

純 利 益

純 損 失 （ Δ ）

項　　　　　　　　目

　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和5.4.1～令和6.3.31） 　　　　　　
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施　　設　　名

開 設 年 月 日

職 員 数

　　　　　身体生活型訪問延件数 584

　　　　　　　合　　　　　　計 2,408

　　　ヘルパ－ステ-ション

484

372　　　　　障害福祉サービス訪問延件数

　　　　　　介護保険訪問延件数

　　　　　　医療保険訪問延件数

　　　　　　　合　　　　　　計

　　　　　身体援助訪問延件数 968

　　　　　　ケア、プラン作成件数 1,031

　　　　　家事援助訪問延件数

410

280

690

　　　訪問看護ステ－ション

総　　　　費　　　　用 58,772,194

利　　　　　　　　　益 △ 24,153,023

3．　利用者の状況

　　　居宅介護支援事業所

利　　　　　　　　　益 △ 8,590,738

合  ル  パ  ー  ス  テ  ー  シ  ョ  計

総　　　　収　　　　入 34,619,171

へ  ル  パ  ー  ス  テ  ー  シ  ョ  ン

総　　　　収　　　　入 9,117,864

総　　　　費　　　　用 17,708,602

7,536,658

総　　　　費　　　　用 10,646,252

利　　　　　　　　　益 △ 3,109,594

総　　　　収　　　　入

利　　　　　　　　　益 △ 12,452,691

訪  問  看  護  ス  テ  ー  シ  ョ  ン

17,964,649総　　　　収　　　　入

総　　　　費　　　　用 30,417,340

2．　経営の状況

居　宅　介　護　支　援　事　業　所

　　　　　　　　　　　

居 宅 介 護 支 援 事 業 所

5.0

2.5（兼）

3.0

10.5

パ  ー  ト（人）常　　　勤（人）

平 成 １ １ 年 １ １ 月 ３ ０ 日

平 成 １ ２ 年 １ ５ 月 １ ２ 日

在宅サービス部門に関する事項

１．　施設及び業務概要

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン

ヘ ル パ ー ス テ ー シ ョ ン

ヘ ル パ ー ス テ ー シ ョ ン

病　　院　　名　　 身延町早川町組合立飯富病院

居 宅 介 護 支 援 事 業 所

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン

　　　　(令和5.4.1～令和6.3.31）

　　　　　　　合　　　　　　計 1,328

            予防居宅介護ﾌﾟﾗﾝ作成件数 297

居 宅 介 護 支 援 事 業 所

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン

ヘ ル パ ー ス テ ー シ ョ ン

合　　　　　　　　　　　　　　計

平 成 １ １ 年 １ １ 月 １ ６ 日
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

H26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

1 　　固定資産の減価償却の方法

（1）　有形固定資産　（リース資産を除く。）

　　・減価償却の方法　 定額法による。

　　・主な耐用年数

　　建物 24～50年

　　構築物 10～15年

　　機械及び備品 4～10年

　　車輌 3年

（2）　リース資産　

　　･所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ・リース取引に係るリース資産

 　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法による。

2 　　引当金の計上方法

（1）　賞与引当金

（2）　法定福利費引当金　

（3）　貸倒引当金

3 　　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 貸借対照表関連

　 企業債の償還に係る他会計の負担

　 貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に

償還予定のもの含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 284,491,529円 である。

Ⅲ リース契約により使用する固定資産

1 　　リース取引の処理方法　 

る方法に準じた会計処理を行っている。

　　  職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額

　リース料総額が300万未満のﾌｧｲﾅﾝｽ・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

　 に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　  職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末に

　 おける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見

　 込額を計上している。

　リース料総額が300万以上のﾌｧｲﾅﾝｽ・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理を行っている。
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